「子どもの性的虐待の記録」の運用について
改 正 の 経 緯



【改正の背景】
　○　児童ポルノに関する事件は増加傾向にあり、平成２１年の全国での検挙件数が９３５件、被害児童数が４０５人といずれも過去最高。また、事件の５割以上がインターネットを利用したものであり、ネット上の児童ポルノへの対策が重要な課題

　○　現行の「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」は、児童ポルノを「性欲を興奮させ又は刺激するもの」と、見る側の価値から定義しており、児童を性的虐待から守るという同法の保護法益と合致しない。

　○　１５歳以下の子どもを対象とした写真集、ＤＶＤ等、いわゆるジュニアアイドル誌の中には、被写体となった子どもに扇情的なポーズをとらせているものが認められる。（資料４－２参照）
一部のタレント事務所では、正規の契約を結ばず強引に撮影に及ぶケースも報告されている。

【国の動き等】
昨年７月に児童ポルノ排除総合対策が取りまとめられた。その中で、インターネット上での流通を防止するため、インターネット・サービス・プロバイダ事業者による閲覧防止措置（いわゆる、「ブロッキング」）が盛り込まれ、今年４月から大手９社によりスタートしている。
【改正内容】
　○　見る側からではなく、被写体となる「子どもを守る」という観点から、「子どもの性的虐待の記録」という新しい概念を設け、製造・販売・所持しないことを努力義務として規定

　○　実効性を担保するため、府に調査、助言の権限を与えるとともに、何人も所持しないよう、子どもの性的虐待の記録に係る情報の周知に努める規定を設置

【改正時の府民からの意見と府の考え方】
· 児童の権利保護を目指す方向は評価できるが、乳幼児の家族の写真など日常生活での撮影まで規制の対象とならないようにすべき。
（考え方）定義については、児童の性的人格等を守るための刑罰法令等に該当する行為としており、家族の日常生活での写真等は規制の対象外としている。

· ジュニアアイドル誌の規制に関して、水着など公に着用が認められたものまで、性的虐待の記録に含めるのはおかしい。行政の恣意的運用の危険性が高い。
（考え方）日常の海水浴場での水着写真等は規制の対象外としている。運用にあたっては公平性と妥当性を確保するために、青少年健全育成審議会に諮り、第三者の客観的な意見を聞くこととしている。

· ジュニアアイドル誌の問題は、子どもの意思ではなく保護者に強制されている面があり、保護者の厳罰化を行うべき。
（考え方）「子どもを守る」という趣旨を徹底し、規定の実効性を担保するため、事業者・保護者に対する調査、指導、助言を積極的に実施していく。

青少年健全育成審議会第３部会の運営方針(案)




【条例での第３部会の位置づけ】
　「子どもの性的虐待の記録」についての事項及び情報の周知内容や方法について、審議する。
[bookmark: _GoBack]（青少年健全育成条例第42条第１項第８号・第９号）

【第３部会における検討の進め方】
1 府民からの情報提供等を収集するとともに、「子どもの性的虐待の記録」が疑わしい図書類等については、事務局が当該図書類等を購入のうえ、内容を検討する。

2 疑わしい図書類等が「子どもの性的虐待の記録」に外形的に該当するかを第３部会においてご審議いただき、調査開始の可否について判断をいただく。

3 調査が必要と判断された「子どもの性的虐待の記録」について、事務局が事業者や保護者等に対して聞き取り調査を行う。（調査項目例：撮影等の経過、子どもの同意の有無　等）

4 調査結果をもとに第３部会において、「子どもの性的虐待の記録」に該当するかご審議いただく。該当する場合については、事業者等への指導内容及び情報の周知内容や方法について、ご審議いただく。

5 「子どもの性的虐待の記録」に該当すると判断されたものについて、事務局が事業者や保護者等に指導、助言する。

6 公表

　子どもの性的虐待の記録　取組みイメージ図　
【図書の場合】
⑤
事業者等へ指導助言
④
・定義に該当するか判断
・情報の周知内容や方法について判断
③
事業者等
に対する調査
②
調査開始の可否を判断
1 
図書類等購入

⑥公　表





第３部会
・調査結果をもとに定義に該当するかご審議
・情報の周知内容や方法についてご審議
第３部会
調査の要否についてご審議


審 議 会




		


